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拙稿「孝橋社会事業論の批判的検討」(') に お い て , 私 は,孝橋社会事業論における社会事業(:o
の対象分析の概要の紹介とそれに基づく孝橋教授の 「社会的諸問題の分析 (社会問題と社会的
間題~、の二分類)」の性格検討とを行つた。 この批判的検討を通じて明らかにされた点を要約的
に再確認するならば以下のとぉりである。
① 孝橋社会事業論は, 次に示される三つの前提条件の制約の下に二つの命題を内在させて
成立する理論体系である。
前提条件I 資本主義社会には社会間題(労働問題)が存在する。
前提条件 II 資本主義社会においてit社会政策には, その発展の限界が存在する。
前提条件m 社会間題は社会的間題を成り立たせている基本的存在である。
命題I  全ての社会的間題は社会間題から関係的に派生する。
命題II 社会間題に対応する政策体系が社会政策であり, 社会的間題に対応する政策体系
が社会事業である。また,社会問題には社会事業は対応出来ず,社会的間題には
社会政策は対応出来ない。
② 孝橋社会事業論における 「社会的間題は社会間題が 「あることによってそこから関係的
に派生する」( 3 )(1房点引用者)」という社会的問題の発生の論理は, 孝橋教授の説かれる社会
事業の「補充性」と「代替性」とにおいて共通に(従つて「理論的」であっても「実際的」
であってもいずれにしても)社会政策の限界のために, 生産(労働)過程において社会政
策によって対応され得ない社会間題それ自体が, 消費 (生活) 過程において社会的間題に
変イi1;-i る ( あ る い は 「になる」)  という意味で理解されるのでなければならない。
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③ 上記のよ うな発生の論理をもっ社会的間題 (すなわち本質的には社会政策によって対応
されなければならないはずの社会間題) に対応する社会事業は社会政策への代替的機能を
果していると理解されることから, その理論体系が前述の前提条件I・II・m の制約の下に
命題I・IIを内包させて成立している孝橋社会事業論は, 社会事業の「代替性」(の対象分
析) に関する理論に他ならない。
④ 理論体系それ自体が社会事業の「代替性」に関する理論である孝橋社会事業論において,,
社会的間題の発生の経路およびその発生の論理が一つであるということ,  また社会間題と
社会的間題を明確に区別する境界を設定し得ないということは, その当然の論理的帰結と
して導かれる。
⑤ 理論体系全体が社会事業の「代替性」 に関する理論であると理解される孝橋社会事業論
においては, 社会間題に対しては社会政策が政策体系として照応・対応すると理論的に規
・ ・ ・ ・  ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・
定される一方で, 同様に理論的に想定された社会政策の理論的限界によって理論的にも社
会政策が政策体系として照応・対応し得ない社会間題( ? )が存在するという論理的誤3
を優犯することによってはじめて, 社会事業の「補充性」の論理が成立し得ることになる ('l。
本稿では, 上掲拙稿における以上の検討結果を確認する意味も含めて, 孝橋教授の説かれる
社会事業の「補充性(代替性)」規定と社会政策の「理論的(実際的)限界」の論理との関係に
重点を置きながら,上述⑤に指摘された問題点をよりくわしく取り上げることにする (S)。すな
わち, 社会事業の「代替性」 に関する理論であると理解される孝橋社会事業論において, 孝橋
教授の説かれる社会政策の「理論的(実際的)限界」の論理を導入することによって,果して
論理的整合性を保ちながら社会事業の 「補充性」 の論理もまた成立し得るのかを, あるいはま
たその論理の何処に, 如何なる間題点が指摘され得るのかを明らかにすることに本稿の直接的
な課題がある。
2. 孝橋正一教授の社会政策の「理論的(実際的)限界」と
社会事業の「補充性(代書性)」規定
孝橋教授は 「社会事業の性格的特質と しての社会政策への補充性は, その理論的合理性の要
求からは, けっしてそれへの代替性を意味するものではない」(C) と説かれている。
しかし, 前掲拙稿で検討されたように孝橋社会事業論に規定されている社会事業の「補充性」
と 「代替性」 は, その理論構造において社会的間題の発生の経路もそして社会的間題の発生の
論 理 ( 過 程 ) も 同一である。従つてまた,社会事業の「補充性領域」の社会的問題と「代替性
領域」 における社会的間題との間に 「性格的特質」上の区別を付けることも困難なものとなっ
ているo
それではこのように根幹となる部分において共通の理論構造を有する社会事業の「補充性」と
「代替性」は, 1拳橋社会事業論ではどのように理論的に区別されているのであろうか。 あるいは
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その根拠とされる 「理論的合理性」 と は, 如何なることを意味しているのだろうか。
先ずこの点に関して孝橋教授の説くところをきこう。 例えば,孝橋教授は社会政策の「理論
的(実際的)限界」との関連において社会事業の「補充性(代書性)」規定について次のように
述べられている。
「社会政策の実施は利渭からのマイナスになる直接的な経費負担を資本が負わされることに
なるので, 資本は可能なかぎり, それを拒否, 回選するか, それにもかかわらず実施された場
合には, その形式を尊重する姿勢を採りながら実質的に管抜きにしようとする。 ……この社会
政策の限界性によって,本来,社会政策がそれに照応しなければならないはずの社会間題は, あ
る一定の限界で切断され, それゆえにその限界内でのみ社会政策は機能するが, それ以上の限
界を超えた部分については, その対応を社会事業に委ねることとなる。その際, 理論的に可能
な限界まで社会政策が伸び切り, そこまで到達していることが仮定されている。 社会政策がこ
の理論的限界に到着している場合に, なぉそこに残されている社会間題部分を社会的問題と呼
び,それに社会事業(社会事業政策を含む)が対応しているということになる。理論的想定にお
いて, この社会政策の限界のために,その政策的照応からはみだした社会問題部分(社会的間
題) に対応する場合の社会事業を, 社会事業の補充性と名づける。
ところが社会政策の実際においては, この理論的に想定された限界に1fi き当る以前に, その
限界以下のところに落ち着くであろう。 なぜなら, 個別資本にとっては可能なかぎりコスト切
り下げの必要に迫られているし, また現にあの手この手で社会政策費の負担を回選しているの
が現実だからである。 こ う し て ,  本来,社会政策をもって照応しなければならないはずの社会
間題部分であって, しかも社会政策の理論的限界内の部分であるにもかかわらず, 社会政策が
そこに機能せず, そのためにその対応が社会事業に属代りさせられる部分を生ずる。 この社会
図表一I 社会事業の補充性と代書性との関係図表
B
△0AB=Sl,s (社会的階間題)
△0GB=Spo (社会間題= 社会の基建的・本質的u題)
△0GA,Spf (社会的間題= 社会における関係的・l系生的a題)
taOG 社会政策の理a的限界
1ia (3g. 社会政策の実際的限界
△0GA,Sp1e に対応する社会事業の精売性假l
△0GB eSp o に対応する社会政策の理e的預l
△0G;U. }sp aに対応する社会事1tの 代 書 性 l
△GG U
出所 : 字 9 ・ 前 得  「社会事集理〇の批事lと反批利」. p.13.
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政策の実際的限界のために, 社会政策に代つて社会事業が対応させられる場合を社会事業の代
替性と名づける」(7 )  と。
基本的には以上のように理解される孝橋教授の社会事業の「補充性(代替性)」規定は, 前 掲
拙稿においても若干検討されたように教授の説かれる社会政策の「理論的(実際的)限界」の
論理を導入することによって, 果して孝橋社会事業論それ自体において論理的整合性を保ちな
がら成立していると言い得るであろうか。疑問なしとしない。
孝橋教授は, 論文 「社会事業理論の批判と反批判一社会事業の補充性と代替性をめぐって
ー 」(°) において社会事業の「補充性(代替性)」規定の要点をその「構想の図式」とともに提
示されている(図表一I)。以下においては,孝橋教授自身によるこの「構想の図式」も併せて
ーつの手掛りとしながら, われわれの批判的検討の展開を試みよう。
3. 社会政策の「理論的(実際的)限界」の論理批判
新社会事業論において社会事業の
「補充性」 の論理は成trし得る力、一
孝橋教授は「構想の図式」 を示し, 「資本主義社会はこの制度の構造的必然と して社会的諾間
題 ( S n = △0AB)を生みおとす」(°) のであるが, 「もし資本主義制度のもとにおいて一一労a
力の価値が, その価値どぉりに支払われて一一労働力の再生産が順当に保障せられるものと仮
定するなら, 要するに社会政策が十全に貫徴されると仮定するなら, おそらく理論的極限にお
いては社会事業の必要性は消減するであろう」('°'。 しかしここに設定された「社会政策が十全に
買做される」という仮定は「理論的夢想」(u) に等しいことから,  「社会政策の限界そのものから,
直接的にそれを補充する社会的施策としての社会事業」( 国 が ょ び さ ま さ れ る こ と に な る と 説
かれる。
以上の孝橋教授の1絞述から,われわれは先ず教授が説かれる社会政策発展の「理論的極限」(あ
るいは「社会政策が十全に買微される」の意味するところ)に関して次のような理解を得るこ
とが出来よう。
すなわち, 社会政策の十全な買被が行なわれ得るものと仮定するなら社会政策への社会事業
の補充は必要ではないが, しかし 「社会事業による補充を必要とするほど社会政策は十全な買
徴を行なうことができない」('9'。 そして「社会政策が十全に:'1散される」のは社会政策発展の「理
論的極限」においてであり, またそれは労働力の価値がその価値どぉり支払われるいわゆる「労
ll力の価値貫徴点」(''''' を意味するものと考えられ, それ故にそこでは労働力の再生産が順当に
保障せられるのであるから, 論理的帰結として社会事業の「補充性」は消減することとなる。以
上の点は, 図表一I において点Aによって示されていると理解される。
従つて <社会政策の 「理論的極限」=「社会政策が十全に貫徴される」=「労働力の価値貫被
点」=点A>……(1 )  が得られる。
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ここから直ちに次の間題点 ( I )  が先ず提起されることになる。
「社会政策が十全に買被されるなら…一社会事業の必要性」 (=社会事業の「補充性」)が消減
するのであるから, <△0 G A = Sp,> に対応する社会事業の「補充性領城」にも社会政策が対応
す る こ と に な り ,  こ の <△0 G A = Sp'>もまた本来社会政策が対応しなければならないはずの
領城となり, 孝橋教授が「補充性」と呼ぶところの領城はその実は社会事業の「代替性領城」と
なる。 従つて,社会事業の「代替性」 については孝橋教授の論理のうちにその理論的根税が容
易に認められるのに対して, 社会事業の「補充性」の論理は否定されることになる ('S )。
と こ ろ で, このようなわれわれの理解に対しては当然のことながら孝橋教授の反論が予想さ
れる。 例えば, 孝橋教授はさきの社会事業の「補充性(代替性)」規定の要約において引き続き
次のように説かれている。
「社会的諾間題<△0 A B = Sp8>の総てを対策的におおうことのできる社会政策を想定するこ
と は夢想 に す ぎ な い の で 一 な・:liなら社会政策には限界<直線0 G>が存在するので一社会政
策は <△0 A B > の う ち <△0BG>の部分である社会間題<S知> にのみ対応し,残された部分
<△0 GA>は社会病理間題(社会的間題一<Sof> )と  して補充的に社会事業がそれに対応する」('°)
と。
われわれは, これまで「社会政策が十全に買截される」点Aを社会政策発展の「理論的種限」
( =「労働力の価値買被点」)と理解したのであったが,孝橋教授がまた以上のように説かれる時,
ここに新たな<社会政策の「理論的限界」=直線0G>…一 ( 2 )が登場してくる。そこでもし孝橋
教授の説くところに従つて, この社会政策の「理論的限界」=直線0Gを考慮に入れると,「社会
事業の必要性」 (=社会事業の 「補充性」) は消減しないことになり, 一見してさきに提起され
た 問 題 点 ( I ) は 解 決 さ れ る か の よ う に 思 わ れ る。
しかし例えば, 孝橋教授が次のように説かれていることによって, 上に示された孝橋社会事
業論における社会事業の「補充性」の論理はやはり成立し得ない。 ここに提起した間題点(II)
に関する論証を次に行つてみよう。
「社会問題に社会政策が照応すると私が措定する場合には, 社会政策が機能する範囲におい
て, 社会的間題は社会間題とともに, 同時的・自己同一的に社会政策によって流いあげられる」
と ('''。
すなわち孝橋教授が以上のように説かれるところから,図表一I において「社会的諾間題<△
0AB=So8>の総てを対策的におおうことのできる社会政策を想定すること」それ自体の必要
性が先ず無くなり, すなわち「社会政策は<0AB>のうち<△0GB>の部分である社会間題<Sn>
にのみ対応」するだけで十分なのであり ('o), 「残された部分<△0GA>」 (=社会的間題<So,>)
は,社会事業の「代替性領城」<△0 G'U十 △GG'U'> と同様に, 社会政策の機能するll囲 (=
社会政策の理論的領城<△0GB>)において,「社会間題とともに, 同時的・自己同一的に社会
政策によって」代替的に対応せられることとなる。以上の点は, 図表一I において社会政策の機
能する範囲として社会政策の理論的領域<△0 G B > (=社会間題<Sn>)が示されていること
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から, 社会政策がその「理論的限界」=直線0Bまで発展していると仮定する場合, 総ての社会
間題が社会政策により対策的におおわれることからも理解され得よう。すなわち図表一Iは,社
会政策が「理論的限界」=直線0Gまで発展している場合には, まさしく字義の通り「社会的間
題をなりたたせている基本的存在である」('°) 社会間題<△0GB=S”>そのものが, 総て社会
政策によって対応・解決され,社会政策の理論的領城<△0 G B > (=社会間題<S”>)が消減
することを意味している。 そしてこのような論理から導き出される当然の帰結は, 社会政策の
発展がその 「理論的限界」=直線0Gまで到達していると仮定する場合, 社会的間題<0GA=
Spt> は社会間題<Sn>から「関係的に派生」し得ないことになり,また社会政策発展の「理
論的限界」においては <△0 G A = S.p,,> に対応する社会事業の「補充性領城」が社会事業の「代
替性領域」<△0 G'U 十 △ GG'U'> と同様に消減するということである ( 2o)。
従つて以上の検討から, 孝橋教授が社会事業の 「補充性」 として展開された論理は, その実
社会事業の「代替性」の論理に他ならないことが理解されょう。
それでは何故孝橋教授はこのように説かれなかったのであろうか。 孝橋教授の説かれる社会
政策の「理論的(実際的)限界」と社会事業の「補充性(代替性)」規定の関連において,何処に
如何なる論理的誤8lが存在するのであろうか。
以下この点に関して, 以上のわれわれの検討結果を確認する意味からも更に検討を加えるこ
と に し よ う。
ところでこれまでの検討から明らかなように, 孝橋社会事業論において社会事業の「補充性」
の論理が成立するためには(1) , (2 )式より<社会政策の「理論的極限」(=「社会政策が十全
に買做される」)キ社会政策の「理論的限界」>でなければならない。
すなゎちここでの課題は, 孝橋教授が説かれるように, <社会政策の「理論的極限」(=「社会
政策が十全に貫徴される」=「労働力の価値買徴」) キ社会政策の 「理論的限界」> という論理が
果して成立するのかという間題点 ( I I I )  である。
さて既にわれわれは, 孝橋教授が社会事業の「補充性(代替性)」規定に関して説かれている
ところから,  (1 )  式に示される <社会政策の 「理論的極限」=「社会政策が十全に貴做される」=
「労働力の価値買徴」> という理解を得た。
ここで孝橋教授は 「社会政策が十全に買徴される」 という仮定は 「理論的夢想」 にすぎない
こ と か ら ,  現実には社会政策が「理論的極限」まで発展することはあり得ず,従つて社会政策
の理論的領域はく△0GB>であると説かれる。 しかしこのように孝橋教授の説かれるところは,
それ程説得性を持つた識論とはなっていない。 その理由は, 社会政策の発展の「理論的極限」は
「理論的夢想」 に 等 し い こ と か ら ,  現実には社会政策の「理論的限界」 によって社会政策の理論
的対応領域は <△0GB>であると説かれる時の, この四つの「理論的」という同じ言業が,孝
橋教授にあってはどのように違つた意味をもっ言葉となっているのかが, あるいはまた社会政
策の「実際的限界」ではなく社会政策の「理論的限界」 に基づく社会事業の「補充性」が何故
現実のレベル(次フl[;)で説かれなければならないのか(a) が, われわれには容易に理解出来ない
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からである。 少なくとも以上の議論において 「理論的極限」 と 「理論的夢想」 とに使われてい
る「理論的」という言業が,孝橋教授が社会政策の「理論的限界」やまたその「理論的領城」を
説かれる時の「理論的」と同じ「理論的」という語(表現)でありながら異なる内容(意義)を
持つものでなければ, 社会政策の対応する理論的領域は図表一I においては<△0GB>とはなら
ない。 すなわち別言すれば,社会政策発展の「理論的種限」が「理論的夢想」 に等しいとして
' ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
も, あるいはむしろ 「理論的夢想」 に等しいからこそ, 現実的にではなく理論的に社会政策が
機能することを意味する社会政策の「理論的領城」は,<△0AB>となるのである。
また孝橋教授が, 「社会政策が十全に貫做される」, あるいは社会政策の発展がその 「理論的
極限」 まで到達しているという仮定は 「理論的夢想に等しい」(22) といわれる意味は十分に明ら
かではないが, その根拠として続けて「社会政策の限界は理論的および現実的に存在するもの
だからである」(23) と説かれている。 しかしそうであればなぉのこと, 社会政策発展の「理論的
種限」(=「社会政策が十全に買被される」点)こそ理論的に(現実的にではない!)存在する
社会政策の限界すなわち社会政策の「理論的限界」となり, 理論的に社会政策が対応する領域
は,孝橋教授の説かれる<△0GB> で は な く <△0AB>となることが理解されょう。
以上の点は,<△0GA>もまた <△0 G'U十 △ GG'U'>と同様に社会事業の「代替性領城」で
あることを意味しており, 従つて先のわれわれの検討結果の妥当性がここに確認されることと
な る。
更に社会政策の「理論的限界」にっいて以上のこととはまた別に, 「資本の利酒欲は, 現実に
は社会政策をこの理論的限界に到達するまでに発展することはありえず, 逆にたえず社会政策
表の切り下げの方向にむかって作用する」( 2') (告点引用者)と孝橋教授は説かれている。 従つて,
「社会政策が十全に買徴される」 という仮定すなわち社会政策発展の「理論的種限」 について孝
橋教授が説かれた(現実には社会政策はその「理論的極限」まで発展することはありえないと
いう)同様の根換から,この社会政策の「理論的限界」もまた 「理論的夢想」 に 等 し い こ と に
なりはしないだろうか。因みに, さきの「理論的」 という言葉と同様に, 孝橋教授が説かれる
「社会政策が十全に貫徴される」 ところを意味する社会政策の「理論的極限」 と社会政策の「理
論的限界」を説かれる時の「極限」と「限界」とはどうその内容(意義)が違うのであろうか。
いずれにしても以上の検討からわれわれは <社会政策の 「理論的極限」 (=「社会政策が十全
に買做される」)=社会政策の「理論的限界」>…… ( 3 )という理解を得ることとなり,  従つて孝
橋社会事業論において社会事業の「補充性」の論理が展開されるための基本的条件であった <社
会政策の「理論的種限」( =「社会政策が十全に1資做される」)キ社会政策の「理論的限界」> は,
他ならない孝橋教授の説かれる社会事業の 「補充性 (代替性)」規定の論理からは成立し得ない
こ と が こ こ に 明 ら か と な る。
ここで以上の検討結果に関して, 無用の換解と混乱を選けるために, <社会政策の「理論的極
限」 (=「社会政策が十全に買被される」)=社会政策の「理論的限界」>とする理解が, すなわち
(1 ) , (2 ) , (3 )式より図表一I において点A= 直線0Gとなることがどのような意味を持つてい
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るのかについて, 次に若干の整理をしておく必要があろう。
われわれはこれまでの社会事業の「補充性(代替性)」規定の「構想の図式」(図表一I)に関
する検討において, 社会政策の理論的領域は幸橋教授が説かれるように<△0GB>ではなく<△
0AB>であり,従つてまた孝橋教授が「補充性領域」として説かれている<△0 G A > も <△
0 G'U十 △ GG'U'>と同様に社会事業の「代替性領域」であるとの理解を提示した。 このことは,
図表一I において, 社会間題に対応する社会政策の理論的領城を示す三角形の面積を<△0GB>
か ら <△0AB>へと拡げる(従つてこの場合は,社会事業の「代替性領域」 は <△0GA十 △
0 G'U十 △GG'U'> と な る ) か,そうでなければ社会的間題に対応する社会事業の「補充性領城」
であることを示している<△0GA>を社会事業の「代替性領城」を表す<△0G'U十 △ GG'U'>
に含ませる形で図表一Iを表示し直すか,のいずれかの場合と同義である。図表一I における(3)
式の持つ意味は,すなわち図表一I において点A= 直線0Gとなることは,以上のことを意味
している。
さて,上に提起した間題点(m)に対する結論として既に提示されている(3)式は,孝橋教授の
社会政策論を検討することからも導かれる。 以下においては, 間題点(III)に関するわれわれの
検討結果を確認することにしよう。
先ず孝橋教授の理解される社会政策論についてであるが, 例えば孝橋教授は次のように説か
れている。 .
「社会政策は,資本による労働力の価値収奪とそれに対する労働者の組機的抵抗に関する国家
的規制としての機能をはたすものであるが……ただ社会政策によって労働力の価値どぉりの買
金の支払いへの接近がこころみられ, 労働力の登用(価値収奪)が緩和されるだけである。 し
かも現実の資本主義社会においては一一つねに労働力の価値 (価格) の価値以下への切り下げ
が行なわれており……社会政策は, いわゆる社会政策の限界にもとづいて, 労働力の価値収奪
をある程度緩和する機能を果すであろうが, それを十全に貫被していくことができない事情の
もとにおかれている。 一… もしも労資関係の場面で社会政策が資本による労働力の価値収奪を
十全に封殺することができ, 一定の歴史的・社会的水準において質金労aの生産 ・再生産が可
能なほど充分に貨金が保障されるという仮定をたてるなら, 労働者 (とその家族) における生
活上の社会的必要の欠乏(社会的障書)状態が生ずることはないであろう」(2S)。
引用が長くなったが以上の引用から直ちに理解されるように, 孝橋社会政策論における社会
政策の「理論的限界」 はいわゆる「労働力の価値貫徴点」を意味している ( 2°)。
そして孝橋教授も 「資本の利潤欲は, 現実には社会政策をこの理論的限界に到達するまでに
発展させることはありえず, 逆にたえず社会政策費の切り下げの方向にむかって強力に作用す
る。 しかしまた当然に,労働運動の圧力は,すくなくとも社会政策をその理論的限界まで押し
上げょうとする。 こうして社会政策の実際においては,労資の力のパランスによってその限界
が位置づけられる」( 2') と説かれているように,社会政策の「実際的限界」が,労働力の価値を
上限と するその 「理論的限界」 内において資本家階級と労働者階級との関争によって, 弾力的
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に,伸館的に,現実的に決定されるのである ( 2°)。
以上の検討によって, <社会政策の「理論的限界」=「労働力の価値貫被点」>-- (4)とする理
解が孝橋教授の社会政策論から得られる。
従つて, (1 ) , ( 4 )式より, ( 3 )式が導かれる。
4. 孝橋社会事業論の評価をめぐって
結 び に か え て 一
本積におけるこれまでの検討を通じて, われわれは以下のよ うな結論を, 孝橋教授が説かれ
る「社会政策の 「理論的(実際的)限界」 と社会事業の 「補充性(代替性)」 規定」の論理的連
関に関する検討結果として示し得よう。
われわれは先ず「社会政策が十全に貫被される」 (あるいは社会政策が「理論的極限」まで発
展している)  という孝橋教授の仮定が, 社会政策の発展が孝橋教授の説かれる社会政策の 「理
論的限界」まで到達していることと同義であるという理解を得た。 また, 孝橋教授の社会政策
論から理解される社会政策の「理論的限界」は, 「社会政策が十全に貫徴される」の意味すると
ころについて孝橋教授が説かれているのと同様に, いわゆる 「労働力の価値買徴点」 であると
の理解を得た。
そこで以上のことから孝橋教授の社会事業の「補充性(代替性)」規定においては,「社会政
策が十分に買被されると仮定するなら」, すなわち社会政策発展の「理論的限界」において労a
力の価値買徴が行われて, 労働力の価値(価格)がその価値どぉり支払われ, 労働力の再生産
が順当に保障せられるならば, そこでは孝橋教授が本来の社会事業の対象であると説かれると
ころの「社会生活上の社会的必要の欠乏(社会的障書)状態」=社会的間題( 2°)< △0GA=Sof>
は関係的に派生され得ないこととなり, 従つて当然に <△0GA=Sap> に対応する社会事業の
「補充性領域」もまた成立し得ない。 このことが意味するところは, まさしく字義のとぉり,  社
会政策の発展がその 「理論的限界」 まで到達していると仮定する場合, 消減するのが社会政策
への社会事業の代替性領域« △0 G'U十 △ GG'U')十 △0 G A > で あ る こ と を 示 し て い る。 すな
わち,孝橋教授が社会事業の「補充性(代替性)」規定において, 社会事業の「補充性」として
展開された論理は, その実社会事業の 「代替性」 に関する論理に他ならなかったのである。
さて以上の検討から, 孝橋社会事業論においては社会政策がその 「理論的限界」 まで発展し
ていると仮定する場合, 本来の社会事業の対象である「社会生活上の社会的必要の欠乏(社会
的障書)状態」=社会的間題<△0GA=Sp,>が「関係的に派生」され得ないのであるから,孝
橋教授の説かれる社会事業の「補充性領城」 は消減することになる。そこで残された間題とし
て社会事業の一般理論において, 社会政策の発展がその「理論的限界」まで到達していると仮
定しても, なぉそこに消減せずに未解決のまま残されている社会的間題とはどのような社会的
課題なのかを, 明らかにしておかなければならないであろう。
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以下この課題に関して,孝橋社会事業論の評価に係わる間題との関連において若干の検討を
試みることで結びにかえることにしたい。
周知のように大河内一男教授は労a力保全説として理解される教授の社会政策論の論理か
ら, 社会事業の対象を「経済秩序外的存在」=非労働力と規定された。( S°) そしてこの労働力保全
説としての社会政策論の論理をもってしては, 非労働力を対象とする社会的施策としての社会
事業の成立の根觀(必然性)に関する説明可能な論理を展開することは不可能である。( 3') 大河
内教授は「自分でずっとやってきた社会政策論の一つのアプリケーションとして」(S2) 社会事業
の本質論を吟味されたことからも, 非労働力を対象とする社会的施策としての社会事業の資本
主義社会における成立の根觀に関する新たな理論を構集される必要性も認められなかったであ
ろ う し ,  その対象を「経済秩序外的存在」=非労働力として規定されるだけで十分であったと考
えられる。 実際われわれは大河内教授の社会事業論に社会事業の成立の根換に関する銀.述を見
出すことが出来ない。(33) しかし,孝橋社会事業論においては労ll力保全説によりながら社会事
業の成立の根親に関する論理の展開が可能となっている。(u)
と こ ろ で一般的には,孝橋社会事業論はその対象論および社会事業の「補充性」規定におい
て大河内社会事業論を克服したと評価されているように思われる。 例えば, 吉田久一教授は次
のように述ぺられている。 
「戰後, 孝橋正一は大河内一男の社会事業理論を止場しながら「社会事業の基本間題」を著し
て体系化した。 孝橋理論で特に重要なのは, 社会事業対象を社会的必要の欠乏または社会的障
書状態になやむ労働者=国民大衆と規定したこと, 社会事業は社会政策の補充策であると規定
したことの二点であろう」 と。(3S)
しかし前掲拙稿および本稿における以上の検討結呆から明らかなように, もし孝橋社会事業
論が大河内教授の社会事業論を止場したとするならば, それは新たに資本主義社会における社
会的施策としての社会事業の成立の根拠に関する論理を展開したという点においてこそょり評
価されるぺきかもしれない。 だがここに, 何故大河内社会事業論において不可能であった労a
力保全説による社会事業の成立の根觀に関する論理の展開が, 孝橋社会事業論では可能となる
のであろうかという疑間が提起されることになる。
この点に関して既にわれわれは, 孝橋教授の説かれる社会事業の「補充性領城」における「社
会生活上の社会的必要の欠乏(社会的障書)状態」= 社会的間題も, そしてまた社会事業の「代
替性領域」 における社会的間題もともに労ll力の価値(価格)の価値以下への切り下げによっ
て生産(労a)過程から,消費(生活)過程において「関係的に派生する」ことをみてきた。す
なわち, 大河内教授の社会事業論においては不可能であった労働力保全説に基づく社会的施策
としての社会事業の成立の根拠に関する論理の展開を,孝橋社会事業論では可能とするために,
孝橋社会事業における社会事業の対象はどうしても労働者・労働力に(社会間題力・ら「関係的
に派生する」社会的間題に)限定されなくてはならなかったのである。(3C) ここに労働力の価値
が社会政策をもって十全に買徴され得る社会政策の 「理論的限界」 まで社会政策が発展してい
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る場合,解決されることになるのは孝橋教授の説かれる社会政策の対象としての社会間題であ
り,すなわち社会政策発展の「理論的限界」 において消減するのが社会事業の「代替性」(領域
における社会的間題) となることはもはや説明を要しないであろう。
そして, 大河内教授が教授の社会事業論において指摘するにとどまった社会政策への社会事
業の「代位」という社会事業と社会政策の関係を,幸橋教授は社会事業の「補充性(代替性)」
規定として般密にその理論的体系化を計られたと理解される。 すなわちこの社会事業の 「代替
性」に関する論理が, (なぉ間題を含みながらも)孝橋社会事業論において社会事業の本質とし
て資本主義社会の経済的機構との関通で解明されたものなのである。
従つて以上のことから, 孝橋社会事業論においては社会事業の対象である社会的問題の一部
がとりあげられているにすぎず, 社会政策の発展がその「理論的限界」まで到達していると仮
定してもなぉそこに残されている社会的間題こそ, 大河内教授によって社会事業の対象として
規定された本来の社会事業の対象である非労a力属に係わる社会的間題に他ならないことが明
ら か と な る。大河内教授の社会事業の対象規定は,「社会政策における経済的・生産的視点にた
つ対応の性格と, 社会事業における非経済的視点をもふくむ対応の性格の相違の指摘」(37) (修
点引用者)であると考えられ, この相違のゆえにこそ「労a力重視の資本主義的対応のもとで
の」Cu) 社会政策への社会事業の補充という社会事業の位置づけが可能となるのである。以上の
点を踏まえて,大河内教授が「資本主義経済の再生産機構の中で占める位置に注目して(社会
政策と社会事業の一引用者)対象を区別する基準としたことの理論的意義(管点原文)」( 3°) が
始めて理解されることになろう。
従つて以上の検討から, われわれは必ずしも孝橋社会事業論が大河内教授の社会事業論を止
場したとはいえないという理解をせざるを得ない。('o) われわれが大河内社会事業論を真に批
判的に克服するためには, 資本主義経済の論理構造との関速において非労働力を対象とする社
会事業の論理が解明されるのでなければならず, そこに把握される論理こそわれわれの理解す
る社会事業の「補充性」の論理なのである。かくて社会事業の「補充性」の論理は, 社会政策
との共通性においてではなく, 独立に,實本主義社会の構造的論理として, 社会的施策として
の社会事業の成立の根現を論証するものでなければならない。 ここに提起した新たな 「社会事
業の基本間題」とともに孝橋社会事業論における社会事業の成立の根姚(必然性)に関する検
討は, われわれに残された研究課題である。
注
( 1 )  拙積「孝橋社会事業輪の批判的検的 一 「社会的購間題の分析(社会間題と社会的間題への二分
a)」 を 中 心 と し て 一 」 「東北学院大学●集 経ai学」 第 94 号,1984年3月.
( 2 )  孝構教授は意a的 に一f して「社会事業」という用Eを使用されており, 本構でも差し当り 1lt構教授
の用語法に従うことにする.
( 3 )  孝構正一「現代資本主義と社会事業」 ミ ネ ル ダ ァ 書 房. 1977年,p.79.
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( 4 )  以上の議論に関しては, 拙稿・前掲 「孝橋社会事業論の批判的検討」 を参照されたい。
( 5 )  ここで誤解のないように次の点について確認をしておきたい。すなわち,本稿においてその課題とし
て検討されるのは, 孝橋社会事業論に展開されている社会政策の「理論的(実際的)限界」の論理な
のであって, 一般論としての社会政策論における社会政策の「理論的(実際的)限界」ではないとい
う こ と で あ る 。
( 6 )  孝橋正一「全訂 社会事業の基本間題」 ミネルグァ書房,1975年,p .63 .
( 7 )  孝橋 ・ 前掲 「現代資本主義と社会事業」, p p . 7 9-80.
( 8 )  孝橋正一 「社会事業理論の批判と反批判」『社会問題研究」 第13卷第3・4号,1963年12月.
( 9 )  同上,p.12.
( 1 0 ) ( 1 1 ) ( 1 2 )  孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本間題」, p . 62 .
(13) 同上書,p.61.
(14) 「労働力の価値貫做」については,例えば,平田富太郎「社会政策論概説」有信堂,l976年,pp.273-
275,等を参照されたい。
(15) 以上の幸橋教授の社会事業の「補充性(代替性)」規定に係わる問題点(I )に関しては,既に故与
田 1fE教授によっても同様の指摘がなされている.
与田 極「社会政策・社会事業 一 孝 橋 正一氏着 「社会事業の基本間題」 を め ぐ っ て 一」 「経済
論厳」 第78巻第4号, l956年l0月, pp.62-63,を参照されたい。
(16) 孝橋 ・前掲論文「社会事業理論の批判と反批判」,p.12.
(17) 孝橋・前掲 「現代資本主義と社会事業」, p . 8 2 . こ れ と 同 様 の:幸橋教授の見解が孝橋・前掲 「全言了 社
会事業の基本問題」, p.67, に も み ら れ る. 併せて参照されたい.
(18) 孝橋・前掲 「全訂 社会事業の基本間題」,p.34.
( 19 ) ( 20 )  以上の点に関して,更に若干の補足的な検討を加えておきたい。先ず,社会事業の「補充性(代
替性)」規定に関する幸橋教授の「構想の図式」として提示されている図表一Iにおいては, 社会間題
および社会政策の理論的領域が<△ 0GB=S,pa> と し て ,  また社会政策の「理論的限界」が直線0G
に よ っ て 表 さ れ て い る 。  そこで図表一Iは,  社会政策の発展が, 「理論的限界」=直線0Gまで到達し
ている場合, 社会問題の総て<△0 G B = S”>が社会政策によって対応され, 解 決 さ れ る と い う こ と
を意味していると理解される.
従つて図表一Iにおいては, 孝橋教授が社会事業の「補充性」規定として「社会政策がこの理論的限
界に到着している場合に, なぉそこに残されている社会間題部分を社会的間題と呼び一一理論的想
定において, この社会政策の限界のために, その政策的照応からはみだした社会問題部分(社会的問
題) に対応する場合の社会事業を, 社会事業と名づける」 (孝橋・前掲 「現代資本主義と社会事業』,,
p.80. )と説かれているにもかかわらず, 社会政策が「理論的限界」=直線0Gまで発展している場合
には, もはやそこには社会問題部分く△0 G B = S”>は「残されて」はいないのである。そして社会
政策が「理論的限界」=直線0Gまで発展している場合,孝橋教授が社会的問題は「それ(社会問題
一 引 用 者 ) が あ る こ と に よ っ て ,  そこから関係的に派生する」(告点引用者, 同上書,p.79)と, あ
るいは「社会的間題をなりたたせている基本的存在である」(告点引用者, 孝橋・前掲「全訂 社会
事業の基本問題」, p .34 . )と説かれている社会問題それ自体が「残されて」いないことから,論理的
帰結として当然に社会的問題くS,,,,>は「関係的に派生」され得ず,すなわち上に引用した孝橋教授
の社会事業の「補充性」規定に従つて, 孝橋教授が「社会事業の補充性と名づける」社会事業< △ 0GA
= Sp,> も ま た 成 立 し 得 な い こ と と な る.
(21) この点に関して, 孝橋教授は端的に次のようにも説かれている。
「社会的諾問題への対策体系において . もしも社会政策の十全な貫微が行なわれるものと仮定する
な ら , そ こ で は お そ ら く 社 会 事 業 に よ る 補 充 を 必 要 と し な い で あ ろ う が 現 実 tt逆に社会事業による
補充を必要とするほど社会政策は十全な買徽を行なうことができないと規定した」(傍点引用者, 孝
橋・前掲『全訂 社会事業の基本問題」. p . 6 1 . )と.
( 2 2 ) , ( 2 3 )  同上書,p.62.
(24) 孝橋正一「社会科学と社会事業」 ミネルグァ書房,1974年,pp .209-210.
(25) 孝橋 ・ 前掲「全訂 社会事業の基本問題」, p p . 5 9-60.
(26) 社会政策の「理論的限界」が,労働力の価値貫徴点にあるという理解に関しては,例えば,平田・前
掲『社会政策論概説」,pp.214-216,pp.224-225,pp.273-274,pp.294-295,等を参照されたい。
(27) 孝橋・前掲 「社会科学と社会事業』,pp.209-210.
(28) こ こ か ら ,  剩余価値の収取過程たる直接的生産過程において, 社会政策の「実際的限界」が「労資の
力 の バ ラ ン ス に よ っ て 決 定 さ れ る 」  という孝橋教授の考え方を理解することが出来る。
また,孝橋教授は平均利潤率を社会政策の「理論的限界」=「不可変性」なるものとして理解されてい
る。(この点に関しては,例えば孝橋・前掲「全訂 社会事業の基本問題」,pp.43-44,pp.60-61,等
を参照されたい。)また,以上の点に関して,中里操夫氏は端的に社会政策の「理論的限界が平均利
潤率によって規定される固定的限界であ」(中里操夫「社会事業本 1買論争と経済学」, p.340.孝橋正
一編著『現代「社会福祉」政策論」 ミ ネ ル ヴ ァ 書 房 , 1 9 8 2 年. 所 収 ) る と 説 か れ て い る 。
しかし社会政策の「実際的限界」に基づいて収取される(他の条件を捨象すれば)総剰余価値を一
つの前提として,資本の総過程において資本の自由な競争の結果形成される平均利潤率は,孝橋教授
の説かれる社会政策の「理論的限界」を意味することになるのだろうか。周知のように平均利潤率は,,
社会的総投下資本構成・社会的総可変資本の回転率・剰余価値率の変化に応じて上下する。 すなわち,,
そのときどきの「労資の力のバランスによって」社会政策の「実際的限界」が変動すると剩余価値率
も変化し, (今問題を簡単化するために他の条件を捨象すれば)それに応じて孝橋教授が「固定的」な
社会政策の「理論的限界」であると理解されている平均利潤率も変動することとなる。 以上の点に関
して,平均利潤率としての社会政策の「理論的限界」が,階級関争(「労資の力のパランス」)によっ
て直接的生産過程において労働力の価値対剰余価値として決定される社会政策の「実際的限界」とど
のような理論的関連をもっのか孝橋社会事業論においては全く不明であり, 何ら説得性を持つた論
理の展開がみられない。
(29) この点に関しては,孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本問題』,pp.24-25,にみられる孝橋教授の社
会事業の定義,及び同上書,pp.35-37,pp.59-60,も併せて参照されたい。
(30) この点に関しては. 与田・前掲論文,pp.60-61,を参照されたい。
(31) 実は,大河内教授も近年になって教授の「総合社会政策」論(あるいは「新しい社会政策論」)にお
いて, 労働力保全説を中心としながらも非労働力日もまたその体系の中にとり入れて理論的再構集
を試みられている。この大河内教授の「新しい社会政策」論(「総合社会政策」論)に関する批判に
ついては,とりあえず牧野富夫「労働問題」総合労働研究所,1982年,pp.156-200,を参照されたい。
(32) 大河内一男『社会政策四十年』東京大学出版会,1970年,pp.151- l52.
(33) 例えば, 大河内一男「わが国における社会事業の現在及び将来 一社会事業と社会政策の関係を中
心 と し て 一 」 「社会事業』, 1983年8月。のちに, 『大河内一男著作集第5巻・社会政策の基本間題』
青林書院新社,1940年,所収,等を参照されたい。
(34) この点に関して,例えば佐武弘章教授は次のように説かれている。
「孝橋教授によれば, 社会政策とこれを補充する社会福祉の構造的必然の論理はそれが「質金労a
の再生産機構の順当な発展」 の た め の 政 策 , つ ま り 「労働力の保全・培養』政策である点にある」(佐
武弘章「「社会事業の社会科学」再批判 一 い わ ゆ る 孝 橋 理 論 の い く っ か の 難 点 に つ い て 一」, p.
18.『社会福祉研究」第27号,1980年10月。)と。尚,孝橋社会事業論における社会事業の成立の根
拠(必然性)に関する検討は,別稿の課題としたい。
(35) 吉田久一『新版 日本社会事業の歴史』動草書房,1981年,p.240.
(36) 真田是教授は,論文「社会福祉理論研究の課題 一 岡 村 氏 ・幸橋氏の理論を借りて一」(真田是
編「戦後日本社会福祉論争」法律文化社, 1979年, 所収)において, 本稿とは異なる間題意識と分析
視点とから孝橋社会事業論の批判的検討をされているが, その中でこの点に関するわれゎれの理解
と同様の見解 (pp.242-243.) を示されている。 併せて参照されたい。
(37) 小松隆二・佐藤茂子編 「社会福祉論』相川書房,1978年,p.39.
(38) 同上書,p.40.
(39) 宮田和明「社会事業の 「政策論的」規定について 一考:橋理論の批判的検討を中心に一」「研究
紀要」 (日本福祉大学)第31・32号, 1977年3月, p.407.
(40) 以上の点に関しては, 小松・佐藤編・前掲『社会福祉論』, pp.36-40を併せて参照されたい。
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